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高齢者を取り巻く今日の社会情勢

　高齢化と一人暮らしの増加

　高齢化率が年々上昇し、長野県の 65 歳以上の割合は 2025 年 33.2％に達した。10 年後の 2035

年には 36.5％、2040 年には 39.2％になると推測されている。さらに 65 歳以上の一人暮らしは

内閣府高齢者白書によると、2025 年は男子 18.3％、女子 25.4％だったものが 2035 年には男子

22.3％、女子 27.9％へと増加し、一人暮らしの高齢者に対する対応が大きな社会問題として浮

上していく。核家族化の進展が背景にあり、一人暮らしの人の支援とともに空き家の増加や耕作

放棄地対策などの諸問題がさらに深刻になっていく。いま、相続や終活への関心が急速に高まっ

ている。

　所得格差と医療・介護の衰退

　物価高と所得格差の広がりが高齢者の生活を圧迫する深刻な事態になっている。富裕層の資産

や大企業の内部留保が大幅に増えている一方で、所得再分配の機能が働かない政治の現状から社

会保障は不安定な状態にあり、「高齢者優遇」などの喧伝によって世代間の対立があおられる実

態も起きている。

　医療と介護は危機的な状況に陥っている。医療費削減政策により救急や入院の受け入れを制限

する病院が相次ぎ、医療機関は過去最大規模で倒産・廃業が進んでいる。全国の病院の６割が赤

字経営であり、命を守る医療が崩壊寸前の状態に追い込まれている。介護の分野も、低く抑えら

れた介護報酬のもとで深刻な経営難に直面し、介護事業所の倒産や閉鎖が相次いでいる。人手不

足も深刻で、訪問介護事業所が空白となる自治体が増えている。「社会で支える」として 2000 年

にスタートしたはずの介護保険制度は、利用料の引き上げやケアプランの有料化、要介護１・２

の介護保険給付からの除外、自治体の「総合事業」への移管、さらに介護保険サービスの利用促

進へと変化しており、「介護の社会化」から「介護の再家族化」「介護の商品化」へと進む流れが

強められている。

　ＯＴＣ類似薬の保険外し、生活保護費の新たな引き下げなど暮らしを直撃する動きがさらに進

んでいる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　与野党の均衡が崩れる国政の大きな変化

　突然の総選挙(2026年２月８日)で衆議院の議席の三分の二以上を自民党が占めることになり、

維新の会ほかを加えると四分の三を占め、与野党の均衡が大きく崩れた。高市政権は「責任ある

積極財政」を掲げているがその詳細と効果は不明で、今後の物価高対策や社会保障制度の改定が

どのようになるのか、日本経済はどのように変化していくのか、国民の間では期待と不安が錯綜

している。

　解散を表明した記者会見で高市首相は「国論を二分するような大胆な政策、改革にも批判を恐

れることなく改革にも挑戦していく」と表明している。憲法改正に取り組むことが明らかにされ

ており、９条への自衛隊明記、緊急事態条項の記載、教育環境の充実、国家の基本的枠組みの明
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確化などが自民党の掲げる改憲の内容である。突出した軍事費の増加、武器輸出の大幅拡大、ス

パイ防止法の制定など国の形を大きく変える動きが顕著になっている。

　軍事費の拡大は財政難から社会保障費を圧縮する状況を生み、防衛の名のもとに非核三原則を

見直す動きや原子力潜水艦の導入発言、ミサイルの配置などもあり、国民のなかには賛否両論が

渦巻いている。米国とイスラエルによる国連憲章と国際法を無視したイランへの攻撃や主権を侵

害する事態が生じ、それが要因になって世界経済も混乱を来たしており、平和を願う国民の間に

危機感が広がっている。

　生活の苦しさや現状への不満・批判を救い上げる形で排外主義が伸びてきていることも深刻で

ある。政治全体の右傾化を指摘する声も広がっている。国会の審議が形骸化していることも重要

である。

　こうした戦後政治が大きく転換するかもしれない情勢のなかで、国民のいのちと暮らしを守り、

戦後 80 続いた平和を未来につなぐために何が必要か、国民としてどう考え対応したらよいかが、

いま一人ひとりに問われている。

　国民の願いを実現させるために

　医療・介護の基盤インフラを充実し、安心して暮らせる地域づくりをするためには、実態を明

らかにして改善を求める国民の声を大きくし、社会保障充実のための連帯した行動が不可欠であ

る。排除でなく共生の社会を広げ、軍備増強でなく対話による平和を実現させる活動も、かつて

なく重要になっている。

　高齢期の重要課題は、フレイルを予防して健康寿命を延ばし、できる限り介護の生活にならな

いようにすること、認知症になっても支え合いによって、住み慣れた地域でその人らしく暮らせ

る助け合いの機運を広げること、そのためには政治的課題についても声をあげることが必要であ

る。地域住民が力を合わせる「地域福祉」の充実のためにも、長野高齢協は社会課題を解決する

運動に取り組んでいく。

　( 参考 )　憲法９条は「戦争と武力による威嚇または武力の行使を、国際紛争を解決する手段

としては、永久にこれを放棄する」と定め、第２項では「陸海空軍を保持せず、国の交戦権を認

めない」と明記している。
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数値で見る中計を取り巻く変化

　1、人口の変化 (予測 )
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　２、65 歳以上の一人暮らし

　３、認知症および軽度認知障害 (MCI) の高齢者数と有病率
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　４、組合員数と出資金の変化

　５、事業高の推移
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　６、税引き前剰余の推移

2021 2022 2023 2024 2025
年度 年度 年度 年度 年度

生協 10,319 -6,879 -5,674 -17,887 -19,322
ＮＰＯ 10,320 -2,871 6,827 -865 471
高齢協Ｇ全体 20,639 -9,750 1,153 -18,752 -18,851

2021 2022 2023 2024 2025
年度 年度 年度 年度 年度

居宅介護支援 970 1,092 -98 2,012 2,897
訪問介護 14,449 18,590 23,703 16,698 13,960
通所介護 -118 1,090 1,653 -1,827 -3,874
小規模多機能 60,710 58,188 60,180 40,276 32,921
地域支援 34 -93 -120 -158 -303
グループホーム -2,085 443 3,977
介護事業　計 76,045 78,867 83,233 57,444 49,579
配食事業　 -641 -4,547 -8,906 -7,325 -373
公共サービス事業 16,186 8,273 16,653 11,813 11,500
ＮＰＯ事業 337 -13 -1,167 584 -12
人材育成事業 1,888 1,324 -1,766 -1,414 407
やすらぎサポート -134 -251 455 545 -76
販売 17 55 85 153 113

税引前剰余

法人合計

業態別状況

税引前剰余
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長野県高齢者生活協同組合の設立

　より豊かな長寿社会を築き、長生きして良かったと実感できる輝く人生をまっとうしたいとの

願いを込めて 1996 年３月、各界著名人 82 氏の呼びかけで「長野県高齢者協同組合」を設立した。

初代理事長は佐久総合病院総長 (当時 )の若月俊一氏である。長野市で訪問介護事業所「介護セ

ンターながの」を設置して活動を開始し、ホームヘルパーの養成講座も始めた。

　３年後の 1999 年６月、生協法人の認可を得て「長野県高齢者生活協同組合」となる。「介護セ

ンターながの」は介護保険の居宅サービス事業者の指定を受け、名称を「かがやき福祉センター」

と改めた。この年 12 月には、「かがやき福祉中信センター」も活動を開始する。そして翌 2000

年４月から介護保険制度がスタートとなる。

　以後、地域のニーズを受け止めながら、配食、生活支援など各種事業を拡げてきた。知恵を絞

り、行動し、「協同」の力で組織を発展させてきた。

　設立時の様子は広報ビデオ『高齢者の協同で輝く人生を』に収録されており、現在は長野高齢

協の Youtube チャンネルで見ることができる。

　また 2025 年度の総代会で実施した伊澤敏理事長の講演は、私たちがいま置かれている状況、 

協同組合の歴史、長野県高齢者生活協同組合の概要、初代理事長・若月俊一先生の生い立ちと思

想などを知ることができる。

〈参考映像〉　YouTube

　高齢協の設立時の 復活映像

　　「高齢者の協同で、輝く人生を～長野県高齢者協同組合の船出～」　1996 年７月制作

　　

　長野高齢協理事長 (精神科医 )・伊澤敏氏講演

　　　「今こそ協同の精神―精神科の臨床を通じて考えたこと―」

検索 長野高齢協　輝く人生

検索 長野高齢協　復活映像

検索 長野高齢協　伊澤敏講演

検索 長野高齢協　精神科の臨床
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長野高齢協の組織と事業内容

　長野高齢協は「生活協同組合」と「ＮＰＯ」( ワーカーズコープかがやき ) の２法人で運営し

ている。４つの地域センターが地域の状況に合わせた活動・事業を展開するとともに、理事会が

全県の活動と事業を掌握し、さらに業態別の会議も開いて現状分析と方針の検討を行なっている。

介護事業
　居宅介護支援
　　　福祉相談センター長野かがやき　社会福祉相談センターたんぽぽ
　訪問介護　
　　　かがやき福祉センター長野　　かがやき福祉センター中信
　小規模多機能
　　　たわわ善光寺下　かがやきの家笹部　四季のベンチ　みんなの家下條
　グループホーム
　　　北又の杜
配食事業
　　佐久・味工房「米ちゃん弁当」　つくしの里大豆島　つくしの里南長野
公共サービス事業 (長野市の指定管理 )
　　老人憩いの家６か所　老人福祉センター３か所　松代ふれあい交流ひろば
　　シニアアクティブルーム　戸隠交流集会施設森林囃子
ＮＰＯ地域支援事業
　　生活支援サービス　不動産管理代行サービス　お墓掃除サービス
人材育成事業
　　介護福祉士実務者研修　介護職員初任者研修　喀痰吸引研修
やすらぎサポート事業
　　終活　協同墓地
販売事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 以上　2026 年３月現在 )
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長野高齢協と「協同労働」

　「協同労働」は、働く者や市民が出資して事業を運営し、話し合いを通じて地域に必要な仕事

を創出することを目的とした働き方です。これは、2022 年に施行された労働者協同組合の原則

として位置づけられており、組合員が主体的に経営に関与し、持続可能で活力ある地域社会の発

展に寄与することを目指しています。働く人たちが主体となって事業を運営するので、一般的な

企業とは異なります。出資者（組合員）が同時に労働者でもあり、経営にも関与する点が特徴です。

　この説明は「協同労働」についての最小限の定義で、実際はもっと豊かな意味を含んでいます。

「ワーカーズコープ」で「協同労働」を長く探究してきた実践者のみなさんは、「協同労働」につ

いて「三つの協同」と表現してきました。①仕事仲間としての自治的運営、②仕事を通じて出会

う利用者との協同、③自分たちが事業を展開している地域社会との協同です。働く者の自治から

出発して、そこにとどまらない地域にまで広げた「協同」の意味を見出しました。2015 年に「自

分たちが見出した協同労働」として「宣言」を発表しましたが、それは 4,000 字に上っています。

「協同労働って何？」と考えながら、自分たちなりの定義を練り上げたのです。

　「協同労働」についての学術的に不動な定義はありません。自分たちなりの定義が可能なのです。

長野高齢協は労働者の協同組合であるだけではなく、地域の組合員さんと一緒に運営している生

活協同組合です。地域福祉の生協にとっての「協同労働」とはどんな意味を持つのでしょうか。

長野高齢協は介護保険制度のスタートを意識して「福祉の協同組合」として 30 年前に設立され

ました。ケアワークの仕事は働く者とケアサービスの利用者・家族との「チームワーク」を重視

するという性格があります。ですから、働く者同士だけでなく、「利用する人との協同」が最初

から必須でした。さらに生協の特徴として、地域の課題にアンテナを高く張っていろいろな活動

をしている地域の組合員さんも重要な仲間でした。

　「ワーカーズコープ」のみなさんが時間をかけて徐々に発見し、貪欲に開拓した「三つの協同」

定義は、高齢協の場合は最初から備えていたことになります。( ワーカーズコープについては 12

頁参照 )

　しかし、これは利点でもあり、あるいは弱点でもあるかもしれません。最初から備わっていた

がために、ともすると地域の組合員や地域との協同が見えにくくなっているかも知れません。特

に地域の組合員であるかどうかを越えた地域の市民とともにという捉え方は、「見えにくい」協

同になっているかも知れません。

　本「計画」の最初に掲げた「三つの重点戦略」は、まさに「三つの協同」を意味しています。

　「協同労働」について現場で語り合った映像が考えるヒントになります。

〈参考映像〉　YouTube　東信地域センターで実施した「協同労働」をテーマにした３人の座談会

　　現場から紡ぐ「協同労働」

　　　

　

検索 長野高齢協　協同労働　現場から
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加入・連携している各種団体

〇日本高齢者生活協同組合連合会

　全国の高齢協 17 団体が加盟する連合組織。組合員数は約 5万人、事業規模は約 70 億円となっ

ている。全国の情報を共有することで、加盟組織の諸活動をサポートしている。

〇長野県生活協同組合連合会

　長野県内の生活協同組合が集まって1948（昭和23）年1月設立。現在、県内で活動する地域・職域・

医療・大学・共済分野などで活動する 20 生協（地域 3、医療 3、職域 5、大学 6、共済 1、利用 1、

労金）によって構成されている。組合員数は約 51 万 9,000 人、事業高は約 710 億円の組織になっ

ている（2025 年３月現在）。連携することで活動や事業基盤の安定強化をはかるとともに、長野

県の関係部局とも連携をはかって、さまざまな活動を行なっている。

〇長野県高齢期運動連絡会

　「まちから村からの連帯で一人ぼっちの高齢者をなくそう」を合言葉に 30 年前の 1987 年頃か

ら日本の高齢期運動が始まった。高齢者の生活と権利を守り、要求実現を通じて、国民の権利と

しての高齢期保障の確立、地位の向上をめざして各種団体が連携している。大会や研修を通して

実態を学ぶとともに、署名や懇談等で自治体への働きかけを行なっている。

〇長野県社会保障推進協議会

　日本と長野県の社会保障制度の改善を目指して、労働組合、医療、福祉関連の諸団体、市民団体、

女性団体などが共同して運動を進めている。「長野県の医療・介護の危機をともに乗り越える い

のちまもる県民集会」を開催するのをはじめ、交流会や学習会を開き、改善を求める署名活動に

取り組んでいる。地方議会への申し入れ活動も活発に行なっている。

〇食糧と健康を守る長野県各界連絡会

　日本の食糧・農業の危機を打開し、食品の安全性、健康と医療を守るために活動することを目

的として活動している団体。農民、労働者、消費者、中小業者などが協力して運動を進めている。

全国的な連絡センターとして全国食健連が 1990 年３月に発足し、現在 43 都道府県で約 40 の地

域食健連が活動しており、毎年「グリーン・ウエーブ（食糧の波）」行動を展開し、米・農畜産

物の輸入自由化反対、セーフガード（緊急輸入制限措置）発動や、ＢＳＥ対策を求めること、輸

入農産物のポストハーベスト問題への対応、さらには食の安全確保や食料自給率向上をめざして

取り組んでいる。

　長野県食健連では、ポストハーベストの実態調査、長野県農政部への要請行動、時々の焦点に

なっている課題でシンポジウムや学習会、食健連ニュースの発行、ＰＦＡＳについての情報共有、

学校給食の無償化、署名や宣伝行動などで共同運動を進めている。

　【加盟団体】長野医療生協　長野県高齢者生協　長野県生協連　長野県民医連　長商連

　　ワーカーズコープながの　新婦人　農民連　県労連　県教組　医労連　高教組　生協労連

　　自治労連　高退教　国公労連　単協労連

〇反貧困ネットワーク信州

　急速な経済悪化のために派遣切りや解雇などが引き起こされていることから、雇用・暮らしを
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守るために、長野県内でも様々な相談活動や支援活動、生活保護申請、行政窓口に同行した住宅

探しなどの援助活動が行なわれてきた。このような支援活動は、各団体の活動交流と情報の共有

化をしてこそ効果的に力が発揮されるとの趣旨でできた各支援団体のネットワーク。

〇きずな村実行委委員会

　生活支援を必要とする人を支えるため、米、食料品、生活物資を募集し、年２回きずな村を開

催しており、毎回 200 人に提供している。2025 年 12 月で 21 回を重ねた。

〇長野県消費者団体連絡協議会

　1960 年に結成され、県内の代表的な消費者団体 12 組織（連合長野、県連合婦人会、県労福協、

県生協連、新婦人、アイ女性会議、農民団体会議、部落解放同盟、県労組会議、県勤労協、県労

連、コープながの）で構成する。消費者の暮らしと健康、権利を守るため、生活の各分野におけ

る幅広い諸団体が相互に連絡を保ち、連携を深めて長野県の消費者運動を発展させることを目的

として活動している。

〇長野県母親大会連絡会

　「生命を生みだす母親は生命を育て生命を守ることをのぞみます」のスローガンを掲げて母親

大会を開催している。

〇長野県保険医協会

　1980 年 5 月に発足し、医科会員 739 人、歯科会員 569 人の合計 1,308 名（2025 年 4 月 1 日現

在）の県内保険医で構成されている。「保険医の生活と権利を守り」「国民医療の充実と向上をは

かる」ことを目的とし、医科・歯科一体となって活動を推進している。

〇地域医療を守る長野県連絡会

　厚労省の「再編・統合」の問題点を共有して地域医療を守ることを目的に医療関係団体、労働

組合、県社保協で結成した連絡会。長野県保険医協会、長野県民主医療機関連合会、長野県労働

組合連合会、長野県医療労働組合連合会、長野県自治体労働組合連合、長野県難病患者連絡協議

会、長野県社会保障推進協議会が参加。

〇労働者協同組合ワーカーズコープながの

　1980 年失業対策事業の終息に伴い、就労機会に恵まれない中高年の就労機会の創出と働くこ

とを通じての平和で暮らしやすい地域づくりを目的に創立。1986 年に「企業組合労協ながの」

として法人格を取得した。長野県内の協同組合関係を中心とした病院内の清掃・売店・レストラ

ンなどの受託事業をはじめとして、福祉事業や生きづらさを抱えている方たちへの就労支援、子

育て支援へと事業は拡がり、現在は県内３か所に事業本部を置く。労働者協同組合法が成立した

のを機に 2023 年 4 月、労働者協同組合に法人移行した。

　働く者自らが出資し、就労し、話し合いを大切にする「協同労働」という新しい働き方を広め

ること、実践を通して働く喜びを感じ仲間を大切にすること、地域と人々の困りごとの解決とし

ての仕事おこしをすることなどを目指している。代表理事は、長野高齢協副理事長の鈴木友子さ

んが務めている。

〇日本労働者協同組合連合会

　「協同労働の協同組合原則」に賛同して活動する労働者協同組合（正会員）と、労協の法人格

はないものの協同労働をめざす多様な団体（準会員）が加盟する全国ネットワーク組織。⑴代表

機能、⑵コーディネート及びプラットフォーム機能、⑶支援機能、⑷開発機能の 4つの基本機能
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を持ち、日本における「協同労働の協同組合」運動のナショナルセンターをめざし、運動・事業

の発展と会員同士の交流・連携を図る目的で設立された。

　前身は、戦後の復興にあたって失業対策事業の受け皿として 1979 年 9 月に結成された中高年

雇用・福祉事業団全国協議会。事業団は「働く者がどうすれば企業の主人公になれるのか」と社

会に問いかけ、「よい仕事」をめざして活動を行なうなかで 1990 年代後半に「協同労働」という

働き方を発見し、社会に提起してきた。そして協同労働で働く協同組合の法制度として「労働者

協同組合法」を制定するよう運動するなか、2020 年 12 月に法制化が実現した。2023 年 6 月、労

働者協同組合法人に準拠した連合会が創立される。

　長野県では労働者協同組合を普及するため長野県労協活用促進協議会を設置して研修やフォー

ラムを開催しており、同協議会の代表を長野高齢協副理事長の田中夏子さんが務めている。協議

会の事務局は労働者協同組合ワーカーズコープながのに置かれている。

人材確保および育成・定着の提案

　人材の確保をどのようにするか、就労職員の成長をどう促すかについては、本「計画」

立案のプロセスでさまざまな提案が出されました。組織の安定的運営の上で欠かせない重

要な取り組みであり、組織全体としても各事業所としても以下の取り組みを検討していき

ます。

〇高齢協理解者を対象にしたスカウトによる就労

〇スケッタ
(26)

ー等の人材活用システムの活用

〇ボランティアに対し就労の働きかけ

〇多様な就労形態の検討

〇働きやすさと成長を両立する職場環境整備 (年齢層・専門性の最適配置 )

〇スーパーバイザー、管理職育成の制度化

〇キャリアパス、評価制度の明確化

〇 eラーニングやＯＪＴによる継続的育成

〇人材流出を防ぐための処遇改善の検討

〇業種別交流によるスキルアップとモチベーションの高揚

〇「よい仕事」を共有し、ナレッジ ( 実践に基づいた知恵や洞察 )や称賛を重視

〇「良い取り組み」発表による横展開

〇形態別業務の評価項目でスキルを細かく評価 (１対１の面談、目標面談 )

〇資格手当が発生しない資格 (認知症ケア専門士等 )の保有者に対する評価

〇「よい仕事集会」(労協連主催 )等、全国的な学習機会の活用
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言葉の解説

　1 地域包括ケアシステム

　高齢者が要介護状態になっても住み慣れた場所で自分らしい暮らしを最後まで送れるように、

地域が一体となり支援体制を構築する仕組み。地域の範囲は、「おおむね 30 分以内にサービスが

提供できる日常生活圏」とされている。地域包括支援センターやケアマネージャーが中心的な担

い手で、高齢者介護の主体を国から自治体に移行していくことが目的。少子高齢化が加速し、高

齢者や要介護認定者は増える一方だが、介護の担い手となる人材の育成や、施設の拡充は追いつ

いていかないのが現状。地域の力を存分に活かす必要が生じている。介護・ケアの場を従来の施

設ではなく自宅にシフトしていくなど、医療・介護サービスの枠組み再構築の動きも。

　2 地域医療情報ケアシステム

　地域の医療サービスを向上させるために、医療機関や介護事業者が情報を共有し、連携を強化

する仕組み。日本医師会が運営するＪＭＡＰは、地域医療情報システムの一つで、各都道府県医

師会や郡市区医師会が自地域の医療や介護の提供体制を検討するための参考ツールとして活用さ

れている。

　3 ＩＣＴ

　「Information and Communication Technology」の略。日本語では「情報通信技術」と訳される。

情報処理や通信に関する技術の総称で、コンピュータやネットワーク、ソフトウェアなどを含む

幅広い概念。組織内で利用しているグループウェアやビジネスチャットツール、クラウドサービ

スなども、全てＩＣＴのカテゴリーに入る。

　4 協同組合の 7原則

　協同組合は、共同で所有し、民主的に管理する事業体を通じ、共通の経済的・社会的・文化的ニー

ズと願いを満たすために自発的に手を結んだ人々の自治的な組織である(定義)。　協同組合は、

自助、自己責任、民主主義、平等、公正そして連帯の価値を基礎とする。それぞれの創設者の伝

統を受け継ぎ、協同組合の組合員は、正直、公開、社会的責任、そして他人への配慮という倫理

的価値を信条とする (価値 )。

　協同組合原則は、協同組合がその価値を実践に移すための指針である。

　第 1原則 自発的で開かれた組合員制

　第 2原則 組合員による民主的管理

　第 3原則 組合員の経済的参加

　第 4原則 自治と自立

　第 5原則 教育、訓練および広報

　第 6原則 協同組合間協同

　第 7原則 コミュニティへの関与

　5 地域福祉

　地域における様々な生活課題を住民自らが気づき、自分たちの問題として共に考えて解決に向

けて活動していく住民の主体的な支え合いのネットワークを基軸とし、さらに福祉活動を支える

多様な関係機関・団体が連携して「誰もが人としての尊厳をもって、家庭や地域のなかで、その
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人らしい自立した生活が送れるような地域社会」をつくっていくこと。

　6 生活協同組合

　消費生活協同組合法（昭和 23 年法律第 200 号）に基づいて設立された法人で、同じ地域（都

道府県内に限る）に住む人たち、同じ職場に勤務する人たちが、生活の安定と生活文化の向上を

図るため、相互の助け合いにより自発的に組織する非営利団体のこと。消費者一人ひとりがお金

（出資金）を出し合って組合員になり、協同で運営・利用する組織である。医療、福祉に関する

事業も、事業内容して位置づけられている。

　7 国際協同組合年（ＩＹＣ）

　国連が2025年を「国際協同組合年」として定めた。テーマは「協同組合はより良い世界を築く」。 

協同組合が持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）にどのように貢献しているかを紹介し、協同組合の

振興を目的とした。国連総会は、協同組合の実践や社会・経済の発展への貢献を認知するために、

この機会を活用することを求めていた。

　8 法定脱退

死亡や連絡不能で所在が確認できなくなったとき、組合の規定に基づき脱退の手続きを行ない、

その地位を喪失すること。

　9　ＮＰＯワーカーズコープかがやき

　長野高齢協は「生活協同組合」と「ＮＰＯ」(「特定非営利活動促進法」に基づき法人化され

た非営利組織）ワーカーズコープかがやき」の２法人格で事業の展開をしている。

 10　就労的活動

　生き活きと充実した日常生活を送るために趣味を通じた活動やボランティア活動、興味のある

活動を通じて心身の健康を保ち、社会的なつながりを持ちながら活動をすること。個人の特性や

希望にあった役割を活かした社会参加であり、一般的な「就労」とは異なる。有償または無償の

ボランティア活動で、介護保険法に基づく地域支援事業の生活支援体制整備事業のひとつとして、

「就労的活動支援コーディネーター」（就労的活動支援員）の配置事業が 2020（令和２）年度に

創設されている。健康寿命の延伸や介護予防などにつながる役割を担う高齢者の社会参加を促進

している。

　11　収益モデル

　事業で価値を提供し、その対価として収益を得るための仕組み。サブスクリプションモデル(定

期的な料金を支払うことでサービスを利用できる )、フリーミアムモデル ( 基本的なサービスを

無料で提供し、プレミアム機能に対して課金する )、広告モデル ( 無料のプラットフォームを提

供し、広告表示から収益を得る )、マッチングモデル (需給をつなぎ、手数料で収益化する )、デー

タ収益化モデル (顧客データを価値に変え、収益を得る )などがある。

　12 多様な就労形態

　柔軟な働き方を許可することで働きやすさを感じ、人材確保や生産性向上につながる。勤務形

態は、仕事をする時間や曜日、就労場所などによって分類され、現代では働き方改革や新型コロ

ナウイルスの流行をきっかけに、柔軟な働き方が浸透している。

　13　ＰＤＣＡサイクル

　業務管理における継続的な改善方法。Ｐｌａｎ（計画）→ Ｄｏ（実行）→ Ｃｈｅｃｋ（確認）

→ Ａｃｔ（改善）の4段階を繰り返して業務を継続的に改善する。ＡをＡｃｔｉｏｎ(行動・活動)
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とする場合もある。

　14 キャリアパス

　経歴を意味する「キャリア（career）」と、道筋や方針を意味する「パス（path）」を組み合わ

せた言葉。組織内での人材育成のなかで、キャリアを積む過程や職務に就くまでの道筋を示す。

具体的には目標を達成するために必要なスキルや専門知識、経験を明確にし、従業員が目指す役

職や職位を設定する。 

　15 ｅラーニング

　「electronic learning」の略で、電子的な手段を用いて行なう学習の方法。主にパソコンやス

マートフォン、タブレットなどのデジタルデバイスを使用し、インターネットを介してさまざま

な学習コンテンツにアクセスして学ぶ。 

　16 ナレッジ検索

　膨大な情報の中から必要な知識やデータを効率的に見つけ出すプロセス。検索技術には、全文

検索、完全一致検索、セマンティック検索、あいまい検索などがあり、これらを組み合わせるこ

とで、より精度の高い結果を得ることができる。業務マニュアルやＦＡＱ、過去の議事録などの

情報を蓄積しておき、ナレッジ検索によって情報を迅速かつ正確に見つけ出すことができる。 

　17 オクレンジャー

　緊急連絡網・安否確認システム。従業員・職員の安否をアプリ・メールでスピーディーに自動

集計できる。通常の連絡も可能。

　18 ＬＩＦＥ（科学的介護情報システム）

　介護施設や事業所が記録した利用者の状態やケアの内容を収集し、蓄積したデータに基づいて

フィードバックを行なうシステム。2021 年の介護報酬改定で導入され、質の高いケアを提供す

るために介護事業所が利用者のデータを厚生労働省に提出する。これにより全国のデータを基に

介護事業所がケアプランを作成したり、見直しを行なったりすることができる。

　19 ＥＲＭ (Enterprise Risk Management）

　組織全体のリスクを統合的に管理する手法。 具体的には組織の目的達成に影響を及ぼすリス

クを把握・評価・最適化し、価値の最大化を図ることを目的とする。オペレーショナルリスク、

コンプライアンスリスク、サイバーセキュリティリスク、財務リスクなど、さまざまなリスクを

管理し、経営層だけでなく各部署の担当者が協力してリスク対策に取り組む際に役立つ。 

　20 ＢＣＰ（事業継続計画）

　大規模災害やシステム障害、テロ攻撃、パンデミックなどの緊急事態が発生した際に、企業が

重要な事業を止めず、またはできる限り早く復旧させるための事前対策をまとめた計画書のこと。

具体的には、災害発生時に取るべき初動対応や、従業員の安全確保、重要データのバックアップ、

代替拠点の確保などが含まれる。直面するリスクを事前に把握し、その影響を最小限に抑えるた

めの重要なプロセス。

　21 核兵器禁止条約

　2017 年 7 月 7 日に国際連合総会で採択され、2021 年 1 月 22 日に発効した。この条約は、核兵

器の開発、実験、使用および威嚇を全面的に禁止することを目的としている。核兵器の非人道性

を根拠に、法的禁止を通じて核兵器の廃絶を目指し、核兵器を保有する国々に対して、核兵器

の廃絶に向けた具体的な行動を求めている。現在、99 カ国が条約を批准または署名しているが、
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核保有国であるアメリカ、ロシア、イギリス、フランス、中国などは未参加。日本やＮＡＴＯ加

盟国も条約には参加していない。

　22 原水爆禁止国民平和大行進

　核兵器の禁止と被爆者の支援を訴えるために行なわれる行進。参加者は全国から広島・長崎を

目指して歩き、核兵器禁止条約への参加を求める声を広げる。長野県では新潟県から引き継ぎ、

県内各地での網の目平和行進が行なわれ、群馬県・山梨県へと引き継ぐ。

　23 長野高齢協ＳＤＧｓ宣言

　長野高齢協としてＳＤＧｓに取り組む方針を2020年10月、別紙のように宣言した(末尾に別掲)。

　24 日本高齢者宣言

　2022 年 11 月 24 日第 35 回日本高齢者大会で採択した。前文の内容をふまえて、人権保障の意

味を確認した「Ⅰ人権保障の意味」、高齢者の人権保障のための基本的な原理を示した「Ⅱ基本

原理」、保障されるべき具体的な人権の種類を掲げた「Ⅲ高齢者に保障される人権」、人権保障の

責任主体に関する「Ⅳ国・自治体・企業の責任」、そして人権の実現と促進に向けた高齢者自身

の決意表明として「V人権保障にむけた不断の努力義務」という５つの部分から構成されている。

　25 かがやきながのニュース

　隔月で発行している長野高齢協の機関誌。各地域センターの編集担当者による編集委員会が制

作している。

　26 スケッター

　福祉事業所と地域住民をつなぐ互助のプラットフォーム。具体的には、無資格・未経験の方で

も参加できる有償ボランティア・マッチングサービス。様々なタスク（介護補助など）が提供さ

れている。登録者の多くは若い世代で、福祉に関心を持つ人々が多い。
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